
浜松市　電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（家計急変世帯分）申請書

（あて先）浜松市長� 提出期限：令和５年10月2日（月）［当日消印有効］
申請書の記載内容に相違なく、右記の【誓約・同意事項】に全て誓約・同意の上、申請します。

１ 申請者（世帯主） 申請日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ 生 年 月 日 連 絡 先 住 所

世帯主
氏　名

明・大・昭・平

年　　　月　　　日

〒

日中連絡可能な
電 話 番 号 TEL　　　　　　−　　　　　　−

※氏名欄に署名または記名押印してください。

２ 世帯の状況
※下記のチェック欄(□)に4してください。

私の世帯は、予期せず家計が急変し、住民税非課税世帯となる水準相当に収入が減少しました。
※�「予期せず家計が急変」したことには、定年退職による収入の減少や、年金が支給されない月や事業活動に季節性があるもの等の通常収入が
得られない月の収入等、該当月に収入がないことがあらかじめ明らかであるものは該当しません。

フリガナ 世 帯 主
との続柄 生 年 月 日

令和５年１月１日
時点の住民票上の
住所が異なる

令和５年１月
以降家計急変
があった者氏　　　名 異なる場合には

令和５年１月１日時点の住民票の住所

1
世帯主
本人

令和５年１月１日
時点の住所
□現住所と同じ
□異なる

（上記１に記載の者）

2
明・大・昭・平

年　　 月　　 日

令和５年１月１日
時点の住所
□現住所と同じ
□異なる

3
明・大・昭・平

年　　 月　　 日

令和５年１月１日
時点の住所
□現住所と同じ
□異なる

4
明・大・昭・平

年　　 月　　 日

令和５年１月１日
時点の住所
□現住所と同じ
□異なる

5
明・大・昭・平

年　　 月　　 日

令和５年１月１日
時点の住所
□現住所と同じ
□異なる

※世帯人数が６名以上の場合、この表の項目についてご記載の方以外の全ての方の分が記載された書類を添付してください。様式は任意（この用紙コピー可）

３ 振込先口座

金融機関名（ゆうちょ銀行以外） 本 支 店 名 種　目 「ゆうちょ銀行以外」
もしくは、

「ゆうちょ銀行」
のいずれかを記入して

ください。

銀　　行
信用金庫
信用組合
農　　協
労　　金

本店
支店

普�通

当�座

店　番

口 座 番 号（右詰めで記入） 口 座 名 義 （カタカナで記入）

ゆうちょ銀行 通 帳 記 号
6桁目がある場合は、＊欄に記入

通 帳 番 号
（右詰めで記入） 口 座 名 義 （カタカナで記入）

ゆうちょ銀行を選択された場合は、貯金通
帳の見開き左上またはキャッシュカードに
記載された記号・番号を記入してください。

1 0 ＊

※金融機関の口座をお持ちでない方は、コールセンターまでお問い合わせください。

表

3

整理番号

【誓約・同意事項】

（１）

浜松市�電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（家計急変世帯分）（以下、「給付金（家計急変世帯分）」という。）の支給�
要件に該当します。
※給付金（家計急変世帯分）の支給対象となるためには、以下の要件を全て満たすことが必要です。
ア　世帯の全員が、令和５年度住民税非課税水準相当である。
イ　世帯の全員が令和５年度住民税が課されている他の親族等から扶養を受けている者のみで構成される世帯ではない。
（注）住民税が課されている他の親族等から地方税法上の扶養を受けているか分からないときは、親族等に確認してください。
ウ　世帯の中に、租税条約による免除の適用を届け出ている者はいない。

（２） 私の世帯は、予期せず家計が急変し、住民税非課税世帯となる水準相当に収入が減少しました。

（３） 既に浜松市　電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を受給した世帯または当該世帯の世帯主もしくは世帯員であった者�
のみで構成される世帯ではありません。

（４） 給付金（家計急変世帯分）の支給要件の該当性等を審査等するため、浜松市が必要な住民基本台帳情報、税情報等の公簿等の確認
を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

（５） 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。

（６） この申請書は、浜松市において支給決定をした後は、給付金（家計急変世帯分）の請求書として取り扱われることに同意します。

（７） 申請書または添付書類の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、令和５年１０月１６日（月）までに、浜松市
が申請者に連絡・確認できない場合に、給付金（家計急変世帯分）が支給されないことに同意します。

（８）
給付金（家計急変世帯分）の支給後、本申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や給付金（家計急変世帯分）の
支給要件に該当しないことが判明した場合には、給付金（家計急変世帯分）を返還します。
※意図的に虚偽の記載をした場合は不正受給として詐欺罪に問われる場合があります。

【必要書類】必要書類に漏れがないか、チェック（□4 ）をしてください。

浜松市 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（家計急変世帯分）申請書【本書の表面】
簡易な収入（所得）見込額の申立書【本書の裏面】

申請者の本人確認書類（いずれか１点）

●運転免許証のコピー（住所変更した場合は表裏両面）
●マイナンバーカードのコピー（写真のある面のみ）
●介護保険証のコピー（氏名が記載してある面）

※�代理人が申請（受給）する場合、世帯主と代理人それぞれの本人確認
書類および世帯主と代理人の関係がわかる書類が必要です。
●健康保険証のコピー（氏名が記載してある面）
●パスポートのコピー（写真のある面）
●在留カードのコピー（住所変更した場合は表裏両面）など

※代理人が申請（受給）する場合、世帯主と代理人の関係がわかる書類
●申立書または委任状（様式は任意）（親権者や親族の場合）●登記事項証明書（法定代理人の場合）など

世帯状況の確認書類
●住民票の写し（コピー）など　※世帯全員が記載されているもの

振込先口座の確認書類（いずれか１点）
●振込先口座の通帳のコピー（金融機関名、支店番号、口座番号、口座名義人のカナがわかるページ）
●振込先口座のキャッシュカードのコピー（金融機関名、支店番号、口座番号、口座名義人のカナがわかる面）

令和５年１月以降の「任意の１ヶ月の収入」の確認書類（複数ある方はすべて）
●給与収入がある場合：給与明細書などのコピー（ない場合は通帳のコピーなど、入金額がわかるもの）
●事業収入または不動産収入がある場合：収入・経費が分かる帳簿、通帳などのコピー
●年金収入がある場合：年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書などのコピー

【※令和５年１月１日以降、複数回転居した方のみ】戸籍の附票の写し（コピー）

【代理人記入欄】※下記は代理人が申請（受給）する場合のみ記入してください

代
　
　理
　
　人

フリガナ

氏　　名
（代理人）

生年月日 　　　年　　　　　月　　　　　日

日中連絡可能な
電話番号 TEL　　　　　　　−　　　　　　　−

住　　所
〒

世 帯 主
との関係

上記の者を代理人と認め、浜松市　電力・
ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の を委任します。 世 帯 主

氏 　 名
※署名または記名押印

裏面を必ず記入してください
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8

浜松　太郎

浜松　太郎

浜松 花子

浜松 花子

妻

妻

子浜松 大介

●●● ●●●

東京都中央区XXXX

東京都中央区XXXX

東京都中央区XXXX

ハママツ   ハナコ

ハママツ   ハナコ

ハママツ  ダイスケ

○

○

○

○

ハママツ　　　タロウ

ハママツ　タロウ

41

41

41

11

1 2 3 4 5 6 7

5 7 3

4

5

5

6

XX

XX

XX

XX

053

053

430-XXXX

430-XXXX

浜松市中区XXXX

浜松市中区XXXX

456

456

XXXX

XXXX0 0 1

1
世帯主の氏名、生年月日、
連絡先住所、日中に連絡
が可能な電話番号、申請
日（記入日）をお書きく
ださい。
※�代理人に申請を委任す
る場合も、委任者（世
帯主）の氏名、生年月日、
住所、日中に連絡が可
能な電話番号を記入し
てください。

1

4

6

5

3

2

4
（１）から（８）までの誓
約・同意事項を確認して
ください。
※�すべての項目について
誓約・同意した場合の
み申請してください。

2
①�「１�申請者（世帯主）」
に記載した者が属する
世帯の状況を記入して
ください。
②�家計急変した者に「4」
をつけてください。
　�（令和5年度の住民税均
等割が課税であった者
に4がついていない場
合は支給できません。）

5
提出書類を確認し、4

（チェック）をつけてくだ
さい。漏れがある場合は
受給できない可能性があ
ります。

6
本人による申請・受給が
困難な場合は、代理人�
による申請・受給ができ
ます。
（世帯主の配偶者・親・子
等であっても代理人とな
ります。）
●�世帯主との関係を記入
し関係がわかる書類を
添付してください。
●�代理人の氏名・生年月
日・住所・日中に連絡
が可能な電話番号を記
入してください。
●�委任内容を選んでくだ
さい。（〇で囲む）。
●�世帯主本人の署名（も
しくは記名押印）をお
願いします。

3
振込先口座の金融機関名、
支店名、口座番号、口座
名義人（カナ）を記入し
てください。
（通帳またはキャッシュ
カードの写しを添付して
ください）
※�長期間入出金のない口
座は、口座凍結により
振込ができない可能性
があるため、記入しな
いでください。

浜松市　電⼒・ガス・⾷料品等価格⾼騰重点⽀援給付⾦（家計急変世帯分）申請書の記入例 提出期限　令和５年10月２日（月）〔当日消印有効〕

（おもて面）

裏面もご確認ください

黒色のボールペンではっきりと正確にご記入ください。消せるタイプのペンや鉛筆は、使用しないでください。
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8（左記１の記入上の注意）
①�「左記の者が扶養する者の数」欄には、同居・別居にかかわらず、左記の者が扶養している親族の数を記入してください。（扶養控除等申告書で届け
出ている人数）
②「令和５年度住民税課税状況」欄には、該当する項目にチェック□4してください。
③「障害者控除等の適用」欄は、該当する控除を受けている場合には、チェック□4してください。
④「収入の減少のあった年月」欄には住民税非課税相当の収入であった令和５年１月から令和５年９月の間の任意の１か月の月を記入してください。
⑤「任意の１か月の収入」欄には、住民税非課税相当の収入であった、④で記入した月の収入を記入してください。

給与収入 ※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入または不動産収入 ※事業収入または不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入 ※年金収入がある場合にご記入ください。
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書などの支給額がわかる書類をご提出ください。

　※給与収入、事業収入または不動産収入、年金収入いずれの場合も、所得税が課されないものは、これらの収入として計上する必要はありません。
⑥「年間収入見込額」欄には、Ｄ欄（収入合計額）を１２倍した金額を記入してください。
⑦「非課税相当収入限度額」には、①欄の人数に応じて、下表から該当する非課税相当収入限度額を記入してください。
　※�下表の「扶養している親族の状況」は、「申請者本人」「同一生計配偶者（所得金額４８万円以下の者）」扶養親族（１６歳未満の者も含む）」の合

計人数です。
＜早見表＞

扶養している親族の状況 非課税相当収入限度額 ※�配偶者・扶養親族が４名を超える場合は、超えた人
数×45万円を277.9万円に加算してください。

（例）扶養人数が計６名の場合
　　　277.9万円＋（２名×45万円）=367.9万円

単身または扶養親族がいない場合 ９６．５万円
配偶者・扶養親族（１名）を扶養している場合 １４６．９万円
配偶者・扶養親族（計２名）を扶養している場合 １８７．９万円
配偶者・扶養親族（計３名）を扶養している場合 ２３２．７万円
配偶者・扶養親族（計４名）を扶養している場合 ２７７．９万円

障害者、未成年者、寡婦、ひとり親の場合 ２０４．３万円
　※これを超える場合は、上記の被扶養者の人数に応じた区分を適用

（左記２の記入上の注意）
⑧「年間収入見込額」欄には、１の表の年間収入見込額（⑥欄）の額を転記してください。
⑨「給与所得控除額」欄には、以下の算定式により控除額を計算の上、ご記入ください。
　（１）Ａ×１２の額（給与収入分）が１６２．５万円以下　　　　　　　→　５５万円
　（２）Ａ×１２の額（給与収入分）が１６２．５万円超１８０万円以下　→　給与収入分×４０％−１０万円
　（３）Ａ×１２の額（給与収入分）１８０万円超３６０万円以下　　　　→　給与収入分×３０％＋８万円
　（４）Ａ×１２の額（給与収入分）が３６０万円超６６０万円以下　　　→　給与収入分×２０％＋４４万円
⑩「事業収入等の経費」
　・事業収入または不動産収入を記入した方は、当該収入のために要した経費の１２か月相当額をご記入ください。
　・帳簿等の上記の経費がわかる書類をご提出ください。
⑪「公的年金等控除」の欄には、以下の算定式により控除額を計算の上、ご記入ください。
　（６５歳未満の方）　公的年金等収入分　　　　　　　　　　　控除額
　　　　　　　　　　：６０万円以下　　　　　　　　　　→　公的年金等収入分の全額
　　　　　　　　　　：６０万円超１３０万円未満　　　　→　６０万円
　　　　　　　　　　：１３０万円以上４１０万円未満　　→　公的年金等収入分×０．２５＋２７万５千円
　　　　　　　　　　：４１０万円以上７７０万円未満　　→　公的年金等収入分×０．１５＋６８万５千円
　（６５歳以上の方）　公的年金等収入分　　　　　　　　　　　控除額
　　　　　　　　　　：１１０万円以下　　　　　　　　　→　公的年金等収入分の全額
　　　　　　　　　　：１１０万円超３３０万円未満　　　→　１１０万円
　　　　　　　　　　：３３０万円以上４１０万円未満　　→　公的年金等収入分×０．２５＋２７万５千円
　　　　　　　　　　：４１０万円以上７７０万円未満　　→　公的年金等収入分×０．１５＋６８万５千円
⑫「年間所得見込額」の欄には、以下の算定式により計算の上、ご記入ください。
　⑫年間所得見込額＝⑧年間収入見込額ー（⑨給与所得控除額＋⑩事業収入等の経費＋⑪公的年金等控除）
⑬「非課税相当所得限度額」には、①欄の人数に応じて、下表から該当する非課税相当所得限度額を記入してください。
　※限度額は下の早見表から、①欄の「左欄の者が扶養する者の数」に応じた状況に対応する欄の金額を記入してください。
　※�下表の「扶養している親族の状況」は、「申請者本人」「同一生計配偶者（所得金額４８万円以下の者）」「扶養親族（１６歳未満の者も含む）」の

合計人数です。
＜早見表＞

扶養している親族の状況 非課税相当所得限度額 ※�配偶者・扶養者数が４名を超える場合は、超えた人
数×31.5万円を186.4万に加算してください。

（例）扶養人数が計６名のとき
　　　186.4万円＋（２名×31.5万円）＝249.4万円

単身または扶養親族がいない場合 ４１．５万円
配偶者・扶養親族（１名）を扶養している場合 ９１．９万円
配偶者・扶養親族（計２名）を扶養している場合 １２３．４万円
配偶者・扶養親族（計３名）を扶養している場合 １５４．９万円
配偶者・扶養親族（計４名）を扶養している場合 １８６．４万円

障害者、未成年者、寡婦、ひとり親の場合 １３５．０万円
　※これを超える場合は、上記の被扶養者の人数に応じた区分を適用

簡　易　な　収　入　（　所　得　）　見　込　額　の　申　立　書

１　申請書の「２ 世帯の状況」に記入した方全てについて記入してください。

（フリガナ） 左記の者が
扶養する者
の数
①

令和５年度
住民税
課税状況

②

障害者控除等の
適用

③

収入の減少の
あった年月

④

任意の１ヶ月の収入　⑤ 年間収入
見込額

【 D 】×12
⑥

非課税相当
収入限度額

⑦
氏　　　名

給与収入

【 A 】

事業収入または
不動産収入
【 B 】

年金収入

【 C 】

1 人
□課税
□非課税
□未申告

□障碍者控除
□未成年控除
□寡婦（夫）控除
□ひとり親控除

令和５年

月

円 円 円

円 円
収入合計額　A�＋�B�＋�C＝【 D 】　　　　　　 円

2 人
□課税
□非課税
□未申告

□障碍者控除
□未成年控除
□寡婦（夫）控除
□ひとり親控除

令和５年

月

円 円 円

円 円
収入合計額　A�＋�B�＋�C＝【 D 】　　　　　　 円

3 人
□課税
□非課税
□未申告

□障碍者控除
□未成年控除
□寡婦（夫）控除
□ひとり親控除

令和５年

月

円 円 円

円 円
収入合計額　A�＋�B�＋�C＝【 D 】　　　　　　 円

4 人
□課税
□非課税
□未申告

□障碍者控除
□未成年控除
□寡婦（夫）控除
□ひとり親控除

令和５年

月

円 円 円

円 円
収入合計額　A�＋�B�＋�C＝【 D 】　　　　　　 円

5 人
□課税
□非課税
□未申告

□障碍者控除
□未成年控除
□寡婦（夫）控除
□ひとり親控除

令和５年

月

円 円 円

円 円
収入合計額　A�＋�B�＋�C＝【 D 】　　　　　　 円

年間収入見込額では非課税相当収入限度額を超えてしまうが、
年間所得見込額では非課税相当になる場合は２もご記入ください。

２　年間所得により申し立てる方について記入してください。

（フリガナ） 【収入】 【控除】 【所得見込】 【非課税相当額】

氏　　　名
年間収入見込額

⑧
給与所得控除額

⑨
事業収入等の経費

⑩
公的年金等控除

⑪
年間所得見込額

⑫
非課税相当所得限度額

⑬

1

円 円 円 円 円 円

2

円 円 円 円 円 円

3

円 円 円 円 円 円

4

円 円 円 円 円 円

5

円 円 円 円 円 円

裏

浜松 太郎

浜松 太郎

浜松 花子

浜松 花子

浜松 大介

浜松 大介

ハママツ　タロウ

ハママツ　タロウ

ハママツ　ハナコ

ハママツ　ハナコ

ハママツ ダイスケ

ハママツ ダイスケ

0

80,000

0

0

0

0

120,000

0

120,000

80,000

0

1,440,000

1,440,000

960,000

0

0

550,000

0

600,000

0

0

0

0

0

840,000

410,000

0

919,000

415,000

415,000

960,000

0

1,469,000

965,000

965,000

0

1 7

0 7

0 7

7
●�この申請書の表面の「２�
世帯の状況」に記載し
たすべての方の状況を
記入してください。
●�右の枠の中の「記入上
の注意」を参照し、記
入してください。
●�年間収入見込額⑥と�
非課税相当収入限度額
⑦と比較して、すべて
の方が⑥の方が低い場
合には支給対象となり
ます。
●�⑥が⑦以下とならない
場合は、所得により判
断するため、下記２を
記入してください。

7

9

8

9
※�添付書類を忘れずに提
出してください。
●給与収入
　�給与明細書などの収入
額が分かる書類
●�事業収入または不動産
収入
　�帳簿などの収入額が分
かる書類
●年金収入
　�年金決定通知書、年金
額改定通知書、年金振
込通知書　など

8
●�上記１で、年間収入見
込額では非課税相当収
入限度額を超えてしま
うが、年間所得見込額
では非課税相当になる
方がいらっしゃる場合
は、その方の状況を記
入してください。
●�右の枠の中の「記入上
の注意」を参照し、記
入してください。

10
記入の例
［ケース］
浜松太郎：令和５年７月の収入が事業収入120,000円・事業経費50,000円　扶養親族１名
浜松花子：令和５年７月の収入が給与収入　80,000円
浜松大介：太郎に扶養されている未成年

（うら面）

左図の場合は、
　花子・大介は扶養親族が０人のため415,000円、
　太郎は扶養親族が１人のため919,000円となります。

左図の場合は、
　花子・大介は扶養親族が０人のため965,000円、
　太郎は扶養親族が１人のため1,469,000円となります。

黒色のボールペンではっきりと正確にご記入ください。消せるタイプのペンや鉛筆は、使用しないでください。


